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［特集］

行田創生元年
市では、これまでも国や他の市町村に先駆けて、「育む」・「住む」・「働く」の定住促進と「魅力アップ」・「情

報発信」の交流促進の分野において、総合的な人口減少対策に取り組んできました。
さらに、今年を「行田創生元年」と位置付け、行田創生に向けた推進体制の構築や国の交付金を活用した取り

組みを先行的に開始しています。

未来の行田創生に向けてスタート
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私
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が
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。
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92年続く老舗そば屋
の

4代目店主男の子3人のママ
育児サークル☆ほっ

ぺ代表

Interview 1 -インタビュー これからの行田に期待することは？

人口減少や少子高齢化は、

今後加速度的に進行することが見込まれています。

人口減少による経済力の低下や少子高齢化による働き手の減少は、

社会構造に大きな影響を与えるばかりではなく、

国全体の活力低下を招くことになります。

人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある元気な行田を実現するためには、

市民の皆さんをはじめ、さまざまな分野の方が連携・協力して

オール行田の体制で取り組む必要があります。

ここでは、未来の行田創生に向けた取り組み状況について紹介します。

国の地方創生と連動した新たな取り組
みをスタート

●「行田市まち・ひと・しごと創生本部」
や「行田市まち・ひと・しごと創生
有識者会議」を設置し、行田創生に
向けた検討をスタート

●行田創生事業を先行実施(平成26
年度補正予算)

●「行田市版骨太の方針」を策定し、人
口減少対策に予算を優先配分

●人口減少対策の柱となる条例を制定
(定住促進基本条例、子育て世帯定
住促進奨励金交付条例、企業誘致条
例)

人口減少対策の取り組みをスタート

●若手職員による政策研究、成果発表
を実施

本市独自の総合的な人口減少対策をス
タート

●「住まいる行田プロジェクト」を発足
し、官民協働で子育て世帯の住宅取
得を支援

●「定住促進基本計画」を策定（定住促
進：44事業、交流促進：17事業）

●県内最高水準の奨励金で企業誘致を
強化

●屋外公園併設の子育て支援拠点施設
「きっずプラザあおい」を整備


